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連’絡　事　項　処 理　用　紙

京都生コンクリート協同組合(連)による協同組合連合会の設立協議につ
いて

京都生コンクリート協同組合(連)の設立にあたり、事前指導を行っていたところですが、
別添のとおり概要書類が提出されましたo下記のとおり設立趣意書、定款、事業計画、収支
予算等について、概ね必要な要件が整備されており、特に問題ないと考えられますので、こ
れにより創立総会の開催を了承することとしてよろしいか。

記

【設立の日的(設立趣意書)】
現在、生コンクリートの業界では、落ち込んでいる市況の中で、従来の限定された小さ

なェリアだけでは安定した受注機会を確保することが困難になってきている。 -方で、輸
送手段や生コンの品質、保存方法などが近年、向上しており、供給可能なェリアは拡大傾
向にある。
受注規模に応じた柔軟で効率的な供給体制を組合連携のもと構築することで、スケール

メリットや情報の-元化により、ジャスト・イン・タイムで各工場の生産状況や各車両の

稼働能力に応じた効率的な生コン製造、供給が可能となり、安定的な受注の確保、生産性
の向上、車両維持管理費や人件費などの削減効果も期待できる。

よって、スケールメリットを生かし、各事業者の経営安定、高品質な生コンクリート供

給の維特を図り、ひいては業界振興や地域の発展に貢献することを連合会設立の目的とす
る。

1・名　　　称　京都生コンクリート協同組合連合会　　　　　　…・・…・可

・2・地　　　　区　京都市、向日市、長岡京市、宇治市、城陽市

木津川市、京田辺市、八幡市、綴喜郡及び相楽郡　………可

3・事務所の所在地　赤都市南区東九条明田町8番地

4.組合員資格及び設立同意者の資格の適正

次の要件を備える小規模の事業者であること
①生コンクリートの製造の事業を資格事業とする協同組合であること
②本会の地区内に事業場を有すること

5.事業内容

、 ①共同販売に関する事業
②教育及び情報の提供に関する事業、
③福利厚生に関する事業
④各号の事業に附帯する事業

6・資　金　調　達　出資金　　　4, 000千円

7・収　支　予　算　初年度　　3∴220, 037千円

次年度12, 873, 330千円

…・…‥可

・……・・可

………可

………可

………可



連合会経由取引 :各協組経由取引 :各工場直接取引



設　立　趣　意　書

1　設立の日的

京都府における生コンクリートの市場は:これまで、府内各地域に存在して

いる協同組合のもとで組合員が結束し、品質の確保と経営の維持に努めてきた

が、公共工事等の減少により、ピークであった平成8年度の2 9 0万壷の出荷

に対して、平成2 7年度の出荷実績は1 0 7万壷と4割弱にまで縮小している。

(出典’:全国生コンクリ⊥ト工業組合連合会・統計情報)

府内各地域の組合は、地域における生コンの需要動向の把握や円滑な供給を

図る上で現在も重要な役割を担っているものの、 、落ち込んでいる市況の中で、

少ない数量を奪い合う価格競争が激化し、倒産や閉鎖に追い込まれた工場も発

生しており、現在の組合の地区のような限定された小さなエリアでは安定した

受注機会を確保することが困難な状況になっている。

一方で、輸送手段や生コンの品質、保存方法などが近年、向上しており、供

給可能なェリアは拡大傾向にある’ものの、各生コン工場では地域や時期によっ

て出荷注文の凹凸が激しく、安定した経営環境ではないため、ミキサー車など

固定経費の大きい車両を自社で確保する企業は減少傾向にある。

この状況を打破するために、これまでの各地域の事情を踏まえた、従来の組

合の機能は生かしながらも、鞘
堂蜂のもと樺築する必要があり、これ咽
も∴スケ一画イ
ムで各工場の生産状況や各車両蜘
柱亘辞となり、安定的な受注の確保、生産性の向上、車両維持管理費や人件費

遼些騨o i

このような状況を踏まえ、負担域の組合の歴史や独自性は維持しつつ、ゆる

卑圃こよ:り、スケールメリ:ッ:ト言を生かし、今後も各事
業者の経営安定、高品質な生コンクリート供給の維持を図り、ひいては業界振

聖主壁越の発展に貢献することを目的として、このたび、 「協同組合連合会」
を設立するものであります。



2　組織及び事業の概要

(1)名　　称

(2)地　　区

京都生コンクリート協同組合連合会

京都市子再見市、長岡京面宇治市で城陽高く木津

用布←京田辺享八幡市、綴喜郡及び相楽君や区域
とする。

(3)事務所の所在地　京都市南区東九条明田町8番地/

電話番号(0’75) 691-425シ

(4)会員たる資格・

①　生コンクリートの製造の事業を資格事業とする協同組合である

②本会の地区内に事業場を有すること/

(5)出資1口の金額及び出資払込みの方法

①　出資1口の金額　　　10万円/

②　出資払込みの方法　一時に全額を払い込まなければならない。

③会員は、 1 0口以上を持たなければならなレン

(6)事業計画の概要
①　共同販売に関する事裟・

本会が、所属員の製品を買取り、これを需要者に販売する。

②謀議欝繋嵩慧叢技術の向上を図るため、研究

会、講習会等の実施及び情報を提供する。

③　福利厚生に関する事業

所属貝の死亡、傷害事故等に対して見舞金を支給する。

( 7 ) 、賦課金の額及び賦課徴収方法

①・賦課金の額(会員1名　月額) 50, 000ヴ

ア　一般賦課金　　50, 000円/

賦課率　平等割……会員1名月額　50・, 00㌦町

②　賦課金の徴収方法

毎月末日までにその月分を本会事務所に納入するものとづ二㌢



(8)役員の定数及び任期

①　役員の定数

②　役員の任期

理事　8人以上10人以内　/

聾韮諾嘉の第2回目の通常総会
の終結時までのいずれか短い期間。ただ

し、就任後第2回目の通常総会が2年を

過ぎて開催される場合にはその総会の終

結時まで任期を伸長する了

監事, 2年又は任期中の第2回目の通常総会
の終結時までのいずれか短い期間。ただ

し、就任後第2回目の通常総会が2年を

過ぎて開催される場合にはその総会の終

結時まで任期を伸長カタ

( 9)創立費及びその償却方法

創立費用は1 0 0万円以内とし、初年度で全額を償却する。　_

ノ/

平成　年　月　　日

京都生コンクリート協同組合連合会/一

発起人代表　京都市南区東九条明田町8番地/

㊥　　　　　離コンクリ‾謬合宅禾レ
代表理事

発起人　　京都府宇治市大久保町平盛6 7番地シ

洛南生コンクリート協同組合/

代表理事　毛谷村秀樹　.㊥

発起人　　　京都府宇治市大久保町井ノ尻3 9番地ぶ

中川ビル2階
.京都南生コンクリート協同組合←

代表理事　霜田茂　/　㊥

発起人　　京都市下京区七条逼疎調院東入る/

材木町499-2

第一キョートビル802号室　/

京都中央生コンクリート協同組合/

代表醇　二股純-　/㊥



初　年　度　事　業　計　画　書

平成29年7月1日から/

輔30年3月31日まで//

璃生コンクリート協同組錦絵/

(1)共同販売に関する事業/

本会が、所属貝の鑑萱する次の製品を買取り、これを需要者に販売することにより行う 

品　名 痛LﾉHI|｢�単　価 仞�ｧ｢�販売手数料 儖X��ﾖﾂ�

生コンクリ二シ 仍�8�5b�王≡王円 ��S#���SsS��S��5B��9,437,:00㌢ 儉ﾉHH詹�I{�t�糘�

計　- �,h蓼蓼5(�X塊�t三三しi円 �2ﾃ#�づsS�ﾃ���冷�9,437,000円 ��

( 2)教育及び情報の提供に関する事業/

所属貝に事業に関する経営及び技術の改善向上並びに組合事業に関する知識の普及を図るため、

次の研究会、務習会等の実施及び情報を提供することにより行う。

所願及暇の毅、従類の師を図るため、次の事業を行うこととすシ
・年間1回及び2回の所属貝の従業員同士の親睦会/

こ所願の慶弔に際し、金員を支給すシ



次　年　度　事　業　計i画　書

平成30年4月1日.から/ .

-　　　　平成31年3月31日まで/ン

京都生コンクリート協同組合連合会/

(1)共同販売に関する事業　/

本会が、所属貝の製造する次の製品を買取り、これを需要者に販売することにより行う。 

品　名 儉ﾉHI|｢�単　価 仞�ｧ｢�販売手数料 儖X��ﾖﾂ�

生コンクリ」ト 迄蓼蓼8i�2�巨三三]∴円 儘�(�S�3Y*����7X�R�37,750・000芝 儉ﾉHH詹�I{�;ﾘ�x冷���

料 ��ﾘ蓼蓼5)-��に三千円 ��"ﾃ�3Rﾃ���ﾃ���冷�������37,750,000円 ��

( 2 )議諾話芸護護補元‥善向脚こ船鞄こ関する知識。鞍を図るため、

次の研究会、諦習会等の実施及び情報を提供することにより行う。

事業項目 弌����B�内　　容 

先進地等視察 僖��������他地域の生コン工場やコンクリート製品製造現場の視察 

諦習会 僖���(������外部講師を招いて業務に役立っ講習会を実施/. 

研究会 僖���(������会員の技術委貝を中心とした事例研究　/ 

調査・情報提供 僖���(��������会員の技術委貝の研究結果の発表を紙面で行う　/ 

(3)野帽生に関する事業　/

所属貝及びその家族、従業員の融和を図るため、・次の事業を行うこととする。 /
・年間1回及び2甲の所属貝の従業員同士の親睦今/

・所扁貝の慶弔に際し、金員を支給する。

/　-



(第1事業年度)収支予算書(見積損益計算書)

平成29年7月1日から

平成30年3月31日まで/

京都生コンクリート協同組合連合会

収　入、の　　部 

重　事業収入 ���l 

共同.販売軍楽収入 �2ﾃ#�づsS������

共　同　販　売　手　数二　料. ��s偵C3r經�����し=≡≡≡三三二コ 

事　　業・収　入　計 �2�#�ゅ���sr經���/ 

Ⅱ拭探金収入 ・一般席∴陳金収入 白�ﾂﾃ���ﾃ����月額50,000円　4社9ヶ月 

蹄　陳　金　等　収　入　計 ��繝�������/ 

Ⅲ　事業外収入 梯�S������′ 

事　　業　　外　収　　入 剩�i販売、雑収入 

事　業　外　収ふ　大　計. �����經������/・ 

収　入　総合計 �2�##���3r經���ノ’ 

"’　　　　　　　　　　　　, 

支　　出i　の　　部 

工　事業　費 �粐�i 新聞広告費、パンフレット制作費等 

共　同　販　売　専業　費 �2ﾃ#�nﾈ�2ﾃ����

広　告　宣　伝　費 �3��ﾃ����

教　育　情　報∴事　業　費 ��ﾃ���ﾃ����’地等視察費及び辞習会・研修会費 

福　利　厚　生　専　業　密 鉄�������レクレーション瑳及び見舞金 

事　　業　　費　　計音 �� 

Ⅱ事業間接費及び一般管理費 役　貝　報　酬 嚢�����巨≡ヨ×10人×9ヶ月　/ 

職　員　給　与　手　当 嚢����5"�’二亡三三三三丁X2名×9ヶ月 

賞　　　　　　　　　　与 豫x蓼蔘��E三三ヨポ珪×1回 

、法　　定　福　利　黄 仍�蓼蓼5"�職員給与・賞与の14.3%相当額 

賃　　　　借　　　　料 ��ﾃ��以"�①支払家賃100,000円×9ヶ月900・00〇・ ②支払リー琴同館話・F飲リース)12・000円×9ヶ月分lO的の 

旅　費　交　通　典 ���������監事掲代、従業員通勤費、役員旅費 

通　　　　信　　　　費 �#s�ﾃ��<�｢�短詩、FAX、ホームべ」ジ維持費30,000円×9ヶ月分 

水　　道　光　熱-∴寅 田2ﾃ��<�｢�7。000円×9ヶ月分 

会　　　　醇′　　　　費 �#��ﾃ����理事会、その他各部会、会場・飲み物代 

器　具　備’品　費 �#S�ﾃ����,具備品費パソコン・事務用品・消耗品 

関・係　団　体負　担　金 鼎津YL��京都中央会に対する会費5,500円×9ヶ月分.・ 

保　　　　険　　　　料 �3S�ﾃ���

’新　聞　　図　書　費 鉄�ﾃ����税理士等の顧問料 

煩　　　　　悶　　　　料 涛��ﾃ����

交　　　　際　　　　費’ �#��ﾃ����

租税公操・支払手数料他 ・雑一　　　　　　　　　焚 �#��ﾃ���ﾒ�

創　　　　　立　　　　　替 �����������創立乾(創立総会費等) 

事業間接替及び-線管理密計 湯鞆�������ﾂ� 

Ⅲ　予備　瑳/ ����SCb紊���/ 
/　支出総合計 ��‾/ 

差　引　残　高・ 柳ﾂ�



(第2事業年度)収支予算番(見積損益計算書)

平成30年4月1日から

平成31年3月31日まで/

京都生コンクリート協同組合連合会

収　入　’の　部 

工　事業収入 ���l　　　　　　l 

共同版・売事業収入 ��"ﾃ�3Rﾃ���ﾃ����

共　同’販・亮　手　数　料 �3r縱S������」___一-一一一‾‾ 

事　業　収　入　計 ��"繝s"縱S�������　/ 

Ⅱ廓疎金収入 一般∵斌∴輯金収入 鼎��ﾃ����月額10,000円　4社職ヶ月 

拭　探　金　等　収　入　計 鼎�������� 

Ⅲ・事業外収入 梯�備品販売、雑収入 

事　業　外　・収　入, ���������

事∴菜　外　収　入　計 ��������� 

収　入　総　合　計 ��"繝s2�33������ 

、/　、　　　　　　　　　　　　　　　　′ 

支　出　の,部 

1∴事業費 ���’i 新聞広告費、パンフレット制作費等 

共　同　販’売　事　業　費 ��"ﾃ�3Rﾃ���ﾃ���

広　告　宣　伝　費 鉄��ﾃ����

教　育　情　報　事　業　焚 �"ﾃ���ﾃ�����先進地等視察吏及び騨習会・研修会費 

福　利　厚　生　事　業　替 �����������/レクレーション玲及び見舞金 

再　・菜.費　　計 ��"繝3ゅS�������’/ 

Ⅱ事業間接費及び一般管理焚 役　員　報　酬 册8蓼蓼+X將�巨三三三コ×10人×12ヶ月 

職　員　給　与　手　当 嚢蓼蓼蓼,"�世三三司×2人×12ヶ月 

賞　　　　　　　　　　与 漠?�蓼������8h�b�巨三三∃廃×2回 

法　定　福　利　●費 ��i?�蓼蓼蓼8や�職員給与・賞与の14.3%相当額 

賃　　　　借　　　　料 ���S3CH�S�4X42�①支払家賃100,000円×12ヶ月 

②缶詰・FAXリース12,090円㌻12ヶ月分 

旅　●費’交　通　費 鼎��ﾃ����、駐車場代、従業員通勤費、役員旅費 

通　　　　　信　　　　費 �3c�ﾃ����包括、FAX、ホームべ」ジ維持費’ 

水　道　光　熱　費 塔Bﾃ���7,000円×12ヶ月 

会　　　　議・　　黄 �3c�ﾃ����理事会、その他各部会、会場・飲み物代 

器　具　備　　品　黄 坪��S��ﾃ����器具備品費パソコン・事務用品・消耗品 

関・係　団　体　負　担　金 田bﾃ������京都中央会に対する会費5,500円×12ヶ月分 

保　　　　険　　　　料 鉄��ﾃ���

新　聞　　図　書　費 ����ﾃ����税理士等の顧問料 

顧　　　　問　　　　料 �"ﾃC��ﾃ����

交　　際1費 ∴娃∴　　　　肴∴ ��ﾃ#��ﾃ����ﾂ����｣����r�

.租税公腺・支払手数料他、　∴葛 
’事業間接費及び一般笹理容計 �32�#S(�$���/ 

Ⅲ　予備　玲 ��經sゅ���� 

・支　出　総合、計 ��"繝s2�33�����6ﾒ�’/ 

差　引　残　高 ���R�



京都生コンクリート協同組合連合会定款/

第1章　総　　則/

(目　的)/

第1条　本会は会員及びその組合員(以下「所属員」という。 )の相互扶助の精
神に基づき、所属員●のために必要な共同事業を行い、もって所属員の自主的な経

済活動を促進し、かつ、その経済的地位の向上を図ることを目的とすを・ -
ここ案“

第2条本会は、京都生コンクリ‾ト協同組合連合会と称すシ

第3条本会の地区は、’京都事向日可長岡京市了宇治赤城陽転木津
用事/京田辺チ八幡市ン綴喜郡琴相楽琴の区域とする。 /

(事務所の所在地) /・

第4条本会は、事務所を京都市に置シ/

露方裟公告は、本会の掲示場に掲示してするγ /

(親約)/ “

第6条　この定款で定めるもののほか、必要な事項は、規約で定めを/
2　規約の設定、変更又は廃止は総会の議決を経なければならない。ク/

3　前項の規定にかかわらず、規約の変更のうち軽微な事項並びに関係法令の改正

(条項の移動等当該法令に規定する内容の実質的な変更を伴わないやのに限る。)

に伴う規定の整理については、総会の議決を要しないものとすえシノーこの場合、総

会の議決を要しない事項の範囲、変更の内容について、書面又は電磁的方法によ

り通知するとともに、第5条の規定に基づき公告するものとすみ//

第2章　事　　業/

(事　業)/

第7条本会は、第1条の目的を達成するため、次の事業を行う了/

嵩器量諾呆鷲等;諸芸宝器講書丘は組合事業に関する知識
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の普及を図るための教育及び晴報の提供/

( 3)所属員の福利厚生に関する事業/

(●4)前各号の事業に附帯する事業/

2前項第3号の規定により慶弔見舞金を給付する場合の給付学勤ま10万プ超

えてはならないものとする。

第3章　会　、貝/

(会員の資格) /

第8条　本会の会員たる資格を有する者は、本会の地区内において生コンクリート
の製造の事業を資格事業とする協同組合とする/了’

2　前項の規定にかかわらず、次の各号の一に掲げる者が組合員になっている協同

組合は会員となることができない/　●

(器会誌器茶諸富等に関する法律第2条第2号に規定する暴

力団(以下「暴力団」という。) 、暴力団の構成員(以下「暴力団員」という。) 、

暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関

係企業、その他これらに準ずる者(以下「暴力団員等」という。 )〃/

(2)暴力団員等が実質的に運営を支配又は運営に関与していると認められる琴

(3)暴力団員等を不当に利用していると認められる琴/

(4)暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をして
いると認められる老巧!

(5)暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる却

(加　入)/

第9条　会員たる資格を有する者は、′本会の承諾を得て、本会に加入することがで

2き霧ま 加入の申込みがあったと-きは、理事会においてその諾否を決する。〆

(加入者の出資払込み) (姉網羅)　　/
第10条　前条第2項の承諾を得た者は、遅滞なく、その引き受けようとする出資の

全額の払込みをしなければならない。ただし、持分の全部又は一部を承継するこ

とによる場合は、この限りでないク/

(自由脱退)/

第11条　会員は、あらかじめ本会に通知したうえで、事業年度の終わりにおいて脱

退することができる〆/ノ

2　前項の通知は、事業年度の末日の90目前までに、その旨を記載した書面でしな

ければならないoノ/

ー　2　-



(除　名)/

第12条本会は、次の各号の-に該当する会員を総会の議決により除名することが
できるoこの場合において、本会は、その総会の会日の10目前までに、その会員

に対しその旨を通知し、かつ、総会において、弁明する機会を与えるものとするイ

( 1) ・長期間にわたって本会の事業を利用しない会員//

(2)出資の払込み、経費の支払いその他本会に対する義務を怠った会員//

(3)本会の事業を妨げ、又は妨げようとした会員シ

(4)本会の事業の利用について不正の行為をした会員/ン

(5)犯罪その他信用を失う行為をした会員ン

(6)第8条第2項各号の-に掲げる者が組合員になった会員ン

(脱退者の持分の払戻し)
音響

第13条　会員が脱退したときは、会員の本会に対する出資額(本会の財産が出資の

総額より減少したときぼ当該出資額から当該減少額を各会員の出資額に応じて

減額した額)を限度として持分を払い戻すものとする。ただし、除名による場合

は、その半額とする。 /1

(使用料又は手数料)/

第14条　本会は、その行う事業について使用料又は手数料を徴収することができ

る。/　夕・

2　前項の使用料又は手数料は、 ’規約で定める額又は率を限度として理事会で定め

る。/ノ

(経費の賦課)/

第15条　本会は、その行う事業の費用(使用料又は手数料をもって充てるべきもの

を除く。 )に充てるため会員に経費を賦課することができる。/
2　前項の経費の額、その徴収の時期及び方法その他必要な事項は、総会において

言誤響‡‰各号の_に該当するときは、事業年度。終わり・においてその
出資口数の減少を請求することができる/ノ

(1)事業を休止したむ㌢/

(2)事業の一部を廃止したとき//

(3)その他特にやむを得ない理由があるとシ写
2　本会は、前項の請求があったときは、理事会において、その諾否を決する了で

3　出資口数の減少については、第13条(脱退者の持分の払戻し)の規定を準用す

るo′/ ●

(会員名簿の作成、備置き及び閲覧等)/
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第17条/本会は、会員名簿を作成し、各会員について次に掲げる事項を記載するも
のとする。//

( 1 )名称及びその代表者名並びに住所//

(2)加入の年月日/ンノ

( 3)世資口数及び金額並びにその払込みの年月日/÷/

2　本会は、会員名簿を主たる事務所に備え置ぐものとするィ/÷

3 ・会員及び本会の債権者は、本会に対して、.その業務取扱時間内は、いっでも、

会員名簿の閲覧又は謄写の請求をすることができる。この場合においては、本会

は、正当な理由がないのにこれを拒むことができないイン

4　会員.は、次の各号の一に該当するときは、 1週間以内に本会に届け出なければ

ならない　/

(1)名称、代表者又は事務所を変更したとき/

(2)事業の全部又は一部を休止し、若しくは廃止したとき/

(3)定款又は規約を変更し、若しくは規約を廃止したときノン

羞護憲は、次。各号の_に該当する会員に対し、総会の議決により、過怠金
を課することができる。この場合において、本会は、その総会の会日の10目前ま

でに、そ.の会員に対してその“旨を通知し、かつ、総会において、弁明する機会を

与えるものとするで/ -/′

(1)第12条第2号から第4号までに掲げる行為のあった会員/

(2)前条第4項の規定による届出をせず、一又は虚偽の届出をした会エレン

(会計帳簿等の閲覧等) /

第19条　会員は、総会員の100分の3以上の同意を得て、本会に対して、その業務

取扱時間内はいつでも、会計帳簿又はこれに関する資料(電磁的註録に記録され

た事項を表示したものを含中ソの閲覧又は謄写の請求をすることができ-るoこ
の場合においては、本会は、正当な理由がないのにこれを拒むことができなレア

第4章　出資及び持分/

・(出資「ロの金額及び最低出資口数〆

第20条　出資1口の金額は、 10万円とする/ ′

2　会員は、 10口以上を持たなければならないo/

(出資の払込みレ/

第21条出資は、一時に全額を払い’込まなければならなり//

(延滞金)/
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第22条本会は、所属員が使用料、手数料、経費、過怠金その他本会に対する債務

を履行しないときは、履行の期限の到来した日の翌日から履行の目まで年利14.6

%の割合で延滞金を徴収することができ
シ

(持分レ　.娘脅・
第23条会員の持分は、本会の正味資産につき、その出資口数に応じて算定する。
2持分の算定にあたっては、 100円未満の端数は切り捨てるものとすシ

第5章　役員、顧問及び酸員

(役員の定数等) /

第24条　役員の定数は、次のとおりとする/ノ

.(1)理事　8人以上10人以内/

2 (霧2蒜莞みる者は、役員となることができない/.

(役員の任期)/

第25条　役員の任期は、次のとおりとする/

(1)理事　2年功ま任期中の第2回目の通常総会の終結時までのいずれか短い

期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が2年を過ぎて開催される場合に

はその総会の終結時まで任期を伸長する。/ノ

(2)監事　2年只は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのいずれか短い

期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が2年を過ぎて開催される場合に
はその総会の終結時まで任期を伸長する。 /ノ

2　補欠(定数の増加に伴う場合の補充を含む。 )のため選出された役員の任期は、

現任者の残任期間とすダリ・′
3　理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに連出された

役員の任期は、第1項に規定する任期とする/
4　任期の満了又は辞任によって退任した役員は、その退任により、前条に定めた

理事又は監事の定数の下限の員数を欠くこととなった場合には、新たに選出され

た役員が就任するまでなお役員としての職務を行う//

(員外理事) /

第26条理事のうち、会員の役員でない者は、 2人を超えることができなしゾ

(員外監事)

第27条　監事のうち、会員の役員でない者は、 1_人を超えることができない/

(会長及び副会長の選定) /

-　5　-



第28条理事のうち1人を会長、 1人を副会長とし、理事会において選定すライ

(代表理事の職務等)/

第29条ソ会長を代表理事とする。 /ヤノ
2.会長は、本会の業務に関する-切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有し、

本会を代表し、本会の業務を執行する/ ′

3　任期の満了又は辞任により退任した会長は、新たに選定された会長が就任する

まで、なお会長としての権利義務を有する/ /

4　本会は、会長その他の代理人が、その職務を行う際、第三者に加えた損害を賠

5償裳課業読た制限は善意の第三者に対抗できなV才/
6・会長は、総会の議決によって禁止されていないときに限り特定の行為の代理を

他人に委任することができろ〆↓
7　本会は、代表理事以外の理事に副会長その他組合を代表する権限を有するもの

と認められる名称を付した場合には、当該理事がした行為について、善意の第三

秦藷豊富。つでも、会計の帳簿及び書類の閲覧若し、は謄写をし、又は理
事及び参事、会計主任その他の職員に対して会計に関する報告を求めることがで

2き孟読、 その職務を行うため特に必要があるときは、本会の業務及び財産の状

況を調査することができる/ /

園弱国圏、この定款及び規約の定め並びに総会の決議を遵守し、本会

のため忠実にその職務を遂行しなければならないo /′

(役員の選挙) (監絢、捗・輔か・筋蝕の
第32条/役員は、総会において選挙すイ!
2　役員の選挙は、連記式無記名投票によって毒う/ 。

3　有効投票の多数を得た者を当選人とする。ただし、得票数が同じであるときは、

器誇大を定めるoまた、当選人が辞退したときは、次点者をもって当選人
4　第2項の規定にかかわらず、役員の選挙は、出席者全員の同意があるときは、

指名・推選の方法によって行うことができる。//
5/指名推選の方法により役員の選挙を行う場合における被指名人の選定は、その

6警護驚華麗誌籍謹器㌘ゝ
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(理事及び監事の報酬)/

第33条/役員に対する報酬は、理事と’監事を区分して総会において定める。/
`.

害3欝琵護憲霊窯業富会。議決を経て会長が委嘱す狂

(参事及び会計主任)/

第35多/本会に、参事及び会計主任を置くことができる。/ノ
2　参事及び会計主任の選任及び解任は、理事会において議決する。 / /

3　会員は、総会員の10分の1以上の同意を得て本会に対し、参事又は会計主任の

諸宗’念に、参事及び会計主任のほか、職員を置くことができ〆′

・第6章　総会、理事会及び委員会/

(総会の招集V

第37条　総会は、通常総会及び臨時総会とする/ /
2もぎ畿纂譲警繁響嘉農彰苧総会は必要があるときはいっで

諸条
・(総会招集の手

第38条　総会 は、会日の10目前までに到達するように、会議の目的たる事

項及びその内容並びに日時及び場所を記載した書面を各会員に発してするものと

する。また、通常総会の招集に際しては、決算関係書類、事業報告書及び監査報

告を併せて提供するものとする/ /
2　前項の書面をもってする総会招集通知の発出は、会員名簿に記載したその会員

の住所(その会員が別に通知を受ける場所を本会に通知したときはその場所)に

3宛講説㌫よる書面をもってする総会招集通知は、通常到達すべきであっ
たときに到達したものとみなす。/

4　本会は、希望する会員に対しては、第1項の規定による総会招集通知並びに決

算関係書類、事業報告書及び監査報告の提供を電磁的方法により行うことができ
る。ノ　ノ

5　前項の通知については、第2項及び第3項の規定を準用する。この場合におい

て、第2項中子総会招集通知の発出は」とあるのは、 「総会招集通知の電子メ一
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ルによる発出は」と、同項中「住所」とあるのは「住所(電子メールアドレスを

含む。 ) 」と読み替えるものとする//
6　電磁的方法について必要な事項は、規約で定める(以下同じ。ィ。 ′

7・第1項の規定にかかわらず、本会は、会員全員の同意があるときは招集の手続

を経ることなく総会を開催することができるイ

(臨時総会の招集請求)/

第39条　総会員の5分の1以上の同意を得て臨時総会の招集を請求しようとする

会員は、会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事会に提出する

ものとす率
2　会員は、前項の規定による書面の提出に代えて、電磁的方法によりこれを提出

することができる/〆

(書面又は代理人による議決権又は選挙権の行使)/

第40条会員は、第38条第ゆ規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、
書面又.は代理人をもって議決権又は選挙権を行使することができる。この場合は、

その会員の役員又は他の会員でなければ代理人となることができなし写

2　代理人が代理することができる会員の数は、 1人以内とす

3　会員は、第1項の規定による書面をもってする議決権の行髭代えて、議決権‾を言露南方料こより右うことができる。//

4 ・代理人は、代理権を証する書面を本会に提出しなければならない。この場合に

おいて、電磁的方法により議決権を行うときは、書面の提出に代えて、代理権を

電磁的方法により証明する、ことができる。//

(総会の議事γ

第41条　総会の議事は、中小企業等協同組合法(以下「法」という。 )に特別の定
めがある場合を除き、総会員の半数以上が出席し、その議決権の過半数で決する

ものとし、可否同数のときは、議長が決する/了

(総会の議長/

第42条・総会の議長は、総会圭に、出席した会員のうちから選任す考/

(緊急議案)/

第43条　総会においては、出席した会員(書面又は代理人により議決権又は選挙権

を行使する者を除く。 )の3分の2以上の同意を得たと一きに限り、第38条第1項

の規定によりあらかじめ通知のあった事項以外の事項についても議案とすること

ができる。 //

(総会の議決幸助/

第44条　総会においては、法文はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決す
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る。//

(1)借入金残高の最高馳{/了
l (2)その他理事会において必要と認める事案//

(総会の議事録)/

第45条　総会の議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成するものとするで

2　前項の議事録には、次に掲げる事項を記載するものとする〇〆

(1)招集年月日/ノ

(2)開催目時及び場所/ 、

(3)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法シ

(4)会員数及び出席者数並びにその出席方法ク/

(5)出席理事の氏名//

(6)出席監事の氏名/ノ

嵩麗器篇こ係る職務を行った理事。氏名イ
(9)議事の経過の要領及びその結果(議案別の議決の結果、可決、否決の別及

び賛否の議決権数)/ノ
’(10)監事が、総会において監事の選任、解任若しくは辞任について述べた意見

又は総会において述べた監事の報酬等についての意見の内容の概要で

(11)監事が報告した会計に関する議案又は決算関係書類に関する調査の結果の

内容の概要　/　ノ

(理事会の招集権者)/

第46条　理事会は、会長が招集すら//ノ

2　会長以外の理事は、招集権者に対し、理事会の目的である事項を示して、理事

会の招集を請求することができる。ンノ
3　前項の請求があった日から宇目以内に、その請求があった甲から2週間以内の

日を理事会の目とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その請求を

した理事は、理事会を招集することができる年/グ

(理事会の招集手続レ

第47条　会長は、理事会の日の1週間前までに、各理事に対してその通知を発しな

ければならなレン/
2　前項の規定にかかわらず、理事会は、理事の全員の同意があるときは、招集の

手続を経ることなく開催することができるンイ

3　本会は、希望する理事に対しては、第1項の規定による理事会招集通知を電磁

的方法により行うことができるン//

(理事会の決議γ//

第48条　理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その
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過半数で決する/
〆

之　前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができ
ない//

3　理事は、書面又は電磁的方法により理事会の議決に加わることができる{{’

4　理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該

提案につき理事(当該事項について議決に加わることができるものに限る。 )の

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決

する旨の理事会の決議があったものとみなす。//

5　理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事

項を理事会へ報告することを要しないシ/子

(理事会の議決事項) /

第49条　理事会は、法又はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決づ者,

(2)’そら他業務の執行に関する事項で理事会が必要と認める事チ、

(理事会の議長及び議事録γ

第50条　理事会においては、会長がその議長となを
2　理事会の議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成し、出席した理事及び監
’事は、これに署名し、又は記名押印するものとし、電磁的記録をもって作成した

場合には、出席した理事及び監事は、これに電子署名を付するものどするィ。′

3　前項の議事録には、次に掲げる事項を記載するものとするノ
’ (1)招集年月日シ/

(2)開催目時及び場所/
(3)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法/′

(4)出席理事の氏名/ン・

(5)出席監事の氏名/写/

嵩琵義窪別の利害関係を有する理事。氏名シ
(9)議事の経過の要領及びその結果(議案別の議決の結果、可決、否決の別及

び賛否の議決権数並びに賛成した理事の氏名及び反対した理事の氏名レ/〆

(10)理事会の招集を請求し出席した会員の意見の内容の概デイ

(11)本会と取引をした理事の報告の内容の概要/.

(12)’その他(理事会が次に掲げるいずれかのものに該当するときは、その旨)

①　招集権者以外の理事による招集権者に対する理事会の招集請求を受けて

招集されたものである場合/ノ

②　①の請求があった目から5日以内に、その請求があった日から2週間以

内の日を理事会の目とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、そ
の請求をした理事が招集したものである場づレ4′
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③　会員の請求を受けて招集されたものである場合/

④　③の請求があった日から5日以内に、その諸事があった日から2週間以

内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、そ

の請求をした会員が招集したものである場合ク/

4　次の各号に掲げる場合の理事会の議事録は、当該各号に定める事項を内容とす

るものとする　/、 (1)理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、

当該提案につき理事(当該事項について議決に加わることができる者に限
・る。 )の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし、当該提案を
●可決する旨の理事会の決議があったものとみなした場合には、次に掲げる事

項/〆

①　理事会の決議があったものとみなされた事項の内容//

窓箸書誌器器霧みた。/
④　議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名//

( 2)理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知し、当該事項を

理事会へ報告することを要しないものとした場合には、次に掲げる事琴/ン′

①　理事会への報告を要しないものとされた事項の内容/ノン

②　理事会への報告を要しないもの・とされた日/ノ

③議事録の作成に係る職務を行った理事の氏シ:

(委員会) /

第51条　本会は、その事業の執行に関し、理事会の諮問機関として委員会を置くこ

2　委員会の種類、組織及び運営に関する事項は、規約で定めシ"

第7章　会　　計/

(事業年度レイ

第52条　本会の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年3月31目に終わるもの

とする。/　/

(利益準備金レ/

第53条　本会は;出資総額の2分の1歩相当する金額に達するまでは、当期純利益

金額(前期繰越損失金がある場合には、これをてん補した後の金額。以下、第55

条及び第56鮮おいて同じ。 )の10分の1少土を利益準備金として積み立てる

ものとすう〆/
2前項の準備金は、損失のてん補に充てる場合を除いては、取り崩さなレン

容易劃　ニ



秦灘、出資金減少差益(第13条ただし書の規定によって払戻しをしな
い金額を含むo )・をその他資本剰余金として積み立てるものとヴo/′

(特別積立金)/

田園閏
出資総額に達するまでは、当期純利益金額の10分の1以上を特

別積立金として積み立てるものとする。ただし、出資総額を超えて積み立てること

もできるものとする〆/

2　前項の積立金は、損失のてん補に充てるものとする。ただし、出資総額に相当

する金額を超える部分については、損失がない場合に限り、総会の議決により損

失のてん補以外の支出に充てることができる〆/

(教育情報費用繰越金)　/

第議諸藩霧豊護叢諜認諾㌻るため“

(配当又は繰越し)/

本会は損失をてん補し、第53条の規定による利益準鮨金、第55条の規定

欝慧露盤…案諾誓繋董叢護憲論
ゑ

第57

による特別積立

があるときは、

すものとすう/ ,・

雪急藷駕謀議繁慧叢芸霜霊砦諾苧議書
事業年度末における会員の出資額及び会員がその事業年度において本会の事業を

利用した分量に応じてするものとする了/
2　事業年度末における会員の出資額に応じてする配当は、年1割を超えないもの

とする//

3　配当金の計算については、第23条第2項の規定を準用する〆ナノ’

(損失金の処理γ

第59多//損失金のてん補は、特別積立金、利益準備金、その他資本剰余金の順序に

従ってするものとするγ/β

(職員退職給与の引当) /

第60条/本会は、事業年度ごとに、職員退職給与に充てるため、退職給与規程に基
づき退職給与を引き当てるものとするイブ
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附　則

1設立当時の役員の任期は、第25条第1項の規定にかかわらず、最初の通常総会

の終結時までとす葎/ /

2　最初の事業年度は、第52条ク規定にかかわらず、本会の成立の日から平成30

年3月31日までとするo/
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設立同意者名簿及び誓約書

法人名 偖ｨ����出資引受 �1出資引受 劔=I�)MHﾘb�・薬1稲 倬�gｸｾ�,ﾉxｩiB�組合員の数 

代表部腰名 剏禔@　数 刹焉f額 劔�,ﾘ���,ﾉ�ﾘｧ｢�

京都生コンクリート協離吟/ 驚喜(0-3I 仍�78�9>ﾈｾi8ﾈｾ8��k�69*ﾃ窺B�口 剿怏~ 剴�sXｨｳc���生コンクリ÷ト 田��iﾈ冷�・6人 

地/ 劔�-4255 ��ｹ�(ｼb�

洛南生コンクリート協同組㌢ 代表理軒 毛谷村秀樹/IO〆るレ 仍�79Wｸ派���9�Xｷi]ｹ*ﾉ[ﾙ�sb� 佰ｲ� ��万円 ��ssBﾓCB�生コンクリート �#��iﾈ冷�4人 

7番地シ/・ 劔凵A-62.2・1 ��ｹ�(ｼh������

京都南生コンクリート協同組合/ 祭琵/し。←引 仍�79Wｸ派���9�Xｷi]ｹ*ﾈ皐6ﾙ�ｲ�佰ｲ� 剿怏~ ��ssH�ｩ?�Cb�生コンクリート ��c�iﾈ冷�4人 

39高地3中川めレ2階/ 劔�-4001 ��ｹ�(ｼb�������

京都中央生コンクリート協同組合/ 仍�78�8岑ｹ霎h���;�8ﾉ;H��8ﾂ�佰ｲ�臆 冓万円 蔦�sRﾓ3X��8�R�ﾓSSSb�生コンクリート 鰻造築 都��iﾈ冷�7人 

代表理事 �?ﾈ.俤駑�*ﾃC��c蔦"��

二股純--/・lOイン ��h耳4ﾈ8x�ｸ6x.H8ﾃ��(ﾘh����������������

上寵設立幡耗簿畔の4人㌢定款第8条に規定する三輪員たる資格を有するものであることを轡撤しまγ

平成　年　月　　日

京都生コンクリート協同組合連合会/

発起人代表　住・新　京都市南区東九条明田町8番地

法人名・_京都生コンクリート協同組合
/

毒露詣這/亭蒜‾ /る

匝



初　年　度資金計画

平成29年7月「日から/
平成30年3月31日まで/

資金運用 倬�ｾ�+)$"�

(千円) 忠�x冷��

1固定資産投資　　　　　　55/ ��X���ｾ���������������Bﾃ�����

12差引運転資金緒臨調3・94シ 

合　計　　　　　4,000/ 　　　　　　　　′‾ 俘x��ﾇh��������������Bﾃ�����

讃翳籠誌　京都府中小企業団体中央会55千。/



次　年　度　資　金　計　画

書籍纂嵩謙ク
資金運用 倬�ｾ�+)$"�

(千円) 忠�x冷��

「固定資産投資 2差引運転資金の増減 ���ﾘ���

2創立費償却 

合　計 俘x��ﾇb�


